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行
の
個
人
情
報
保
護
法
上
、

個
人
情
報
の
管
理
に
つ
い
て

成
27
年
10
月
５
日
、「
行
政

手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人

行
の
個
人
情
報
保
護
法
上
、

事
業
の
用
に
供
す
る
個
人
情

イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
開
始
に

よ
り
、
金
融
機
関
を
含
む
企

は
厳
格
な
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

具
体
的
に
は
利
用
目
的
の
特
定

（
15
条
）、
利
用
目
的
に
よ
る
制
限

（
16
条
）、
適
正
な
取
得
（
17
条
）、

取
得
に
際
し
て
の
利
用
目
的
の
通
知

等
（
18
条
）、
デ
ー
タ
内
容
の
正
確

性
の
確
保
（
19
条
）、
安
全
管
理
措

置
（
20
条
）、
従
業
者
の
監
督
（
21

条
）、
委
託
先
の
監
督
（
22
条
）、
第

を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等

に
関
す
る
法
律
（
番
号
法
）」
が
施

行
さ
れ
、
い
よ
い
よ
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

制
度
が
始
ま
り
ま
し
た
。

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
実
施
に
伴

っ
て
個
々
人
に
割
り
振
ら
れ
る
個
人

番
号
も
個
人
情
報
に
当
た
る
こ
と
か

ら
、
番
号
法
は
個
人
情
報
保
護
法
の

特
例
を
定
め
た
法
律
で
あ
る
と
い
え

ま
す
。

報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
等
を
構
成
す
る
個

人
情
報
に
よ
っ
て
特
定
さ
れ
る
個
人

の
数
の
合
計
が
、
過
去
６
ヵ
月
以
内

の
い
ず
れ
の
日
に
お
い
て
も
５
０
０

０
を
超
え
な
い
者
は
「
個
人
情
報
取

扱
事
業
者
」
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
ま

す
。

　

し
た
が
っ
て
、
中
小
企
業
の
よ
う

に
そ
れ
ほ
ど
ま
で
多
く
の
個
人
情
報

を
扱
わ
な
い
企
業
は
「
個
人
情
報
取

業
や
団
体
は
、
平
成
28
年
１
月
以
降

に
提
出
す
る
、
社
会
保
険
関
連
の
書

類
や
給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
等
の

税
務
関
連
の
書
類
に
、
従
業
員
や
取

引
先
の
個
人
番
号
を
記
載
す
る
こ
と

が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

各
種
手
続
書
類
や
届
出
書
類
に
個

人
番
号
の
記
載
が
求
め
ら
れ
る
の

は
、
従
来
煩
雑
だ
っ
た
各
種
行
政
手

続
き
を
合
理
化
し
、
個
々
人
の
社
会

三
者
提
供
の
制
限
（
23
条
）、
保
有

個
人
デ
ー
タ
に
関
す
る
事
項
の
公
表

等
（
24
条
）
な
ど
様
々
な
規
定
が
あ

り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
は
個
人
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
等
を
事
業
の
用
に
供
し
て
い
る

「
個
人
情
報
取
扱
事
業
者
」
に
適
用

さ
れ
、
一
般
企
業
で
も
「
個
人
情
報

取
扱
事
業
者
」
に
該
当
す
れ
ば
前
述

の
規
定
に
基
づ
き
個
人
情
報
の
管
理

を
厳
格
に
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

改
正
で
範
囲
が
拡
張

　

な
お
、
平
成
27
年
９
月
に
公
布
さ

れ
た
改
正
個
人
情
報
保
護
法
に
お
い

て
は
「
個
人
情
報
取
扱
事
業
者
」
の

範
囲
が
拡
張
さ
れ
て
お
り
、
従
来
は

個
人
情
報
の
適
用
が
な
か
っ
た
一
般

企
業
に
つ
い
て
も
同
法
が
適
用
さ
れ

ま
す
（
Ｑ
２
に
て
詳
述
す
る
）。

多
く
の
企
業
で
整
備
が
必
要

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
導
入
に
よ

っ
て
、
今
後
、
ほ
と
ん
ど
の
企
業
や

団
体
は
個
人
番
号
（
個
人
情
報
）
の

取
得
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

番
号
法
上
、
個
人
番
号
を
含
む
情

報
の
取
扱
い
・
管
理
を
行
う
企
業
や

団
体
に
は
、
厳
格
な
基
本
方
針
の
策

定
や
取
扱
規
程
の
策
定
が
要
求
さ
れ

ま
す
。
た
だ
し
、
一
部
の
中
小
規
模

事
業
者
に
つ
い
て
は
緩
和
措
置
が
あ

り
ま
す
（
Ｑ
５
に
て
詳
述
す
る
）。

　

そ
の
た
め
、
基
本
的
に
今
後
は
多

く
の
企
業
や
団
体
が
個
人
情
報
の
基

本
方
針
や
取
扱
規
程
を
整
備
す
る
必

要
が
あ
る
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。
金

融
機
関
で
も
取
引
先
に
対
し
て
ア
ド

バ
イ
ス
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま

す
。

扱
事
業
者
」
か
ら
除
外
さ
れ
、
個
人

情
報
保
護
法
上
の
義
務
が
課
さ
れ
る

こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

改
正
で
除
外
規
定
が
撤
廃

　

し
か
し
、
改
正
個
人
情
報
保
護
法

に
お
い
て
は
、
こ
の
よ
う
な
除
外
規

定
が
撤
廃
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ま
で

「
個
人
情
報
取
扱
事
業
者
」
か
ら
除

外
さ
れ
て
い
た
中
小
企
業
も
個
人
情

報
の
管
理
を
厳
格
に
行
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

そ
し
て
、
今
後
、
中
小
企
業
が
行

う
べ
き
重
要
な
措
置
と
し
て
、
個
人

情
報
の
管
理
に
つ
き
安
全
管
理
措
置

を
講
ず
る
こ
と
、
従
業
員
や
委
託
先

に
対
す
る
適
切
な
監
督
を
行
う
こ

と
、
デ
ー
タ
内
容
の
正
確
性
の
確
保

等
を
行
う
こ
と
等
が
挙
げ
ら
れ
ま

す
。

生
活
の
効
率
化
を
図
る
と
と
も
に
、

社
会
保
障
や
税
の
分
野
に
お
い
て
公

正
化
を
図
る
こ
と
が
目
的
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

書
類
の
書
式
が
変
更

　

こ
れ
に
伴
い
、
平
成
28
年
１
月
以

降
、
各
種
書
類
は
、
個
人
番
号
記
載

欄
が
設
け
ら
れ
た
新
書
式
へ
と
切
り

替
え
ら
れ
る
予
定
で
す
。

　

具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
帳
票
に
個

人
番
号
の
記
載
が
必
要
と
な
る
の
か

は
、
社
会
保
障
、
国
税
、
地
方
税
等

の
関
係
省
令
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
ま

す
。
例
え
ば
、
社
会
保
障
に
関
す
る

届
出
書
に
つ
い
て
は
厚
生
労
働
省
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
、
国
税
に
関
す
る

帳
票
に
つ
い
て
は
国
税
庁
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
す
で
に
公
表
さ
れ
て
い
ま

す
。

現平

現マ

●PART4●企業に求められる対応Q&A
Q&A 取引先から聞かれるこんな疑問に答える！

Q１Q３

Q２Q４

個
人
情
報
保
護
法
の
改
正
で

当
社
も
個
人
情
報
の
管
理
を

厳
格
に
行
う
必
要
は
あ
る
？

企
業
も
厳
格
な
個
人
情
報
の

基
本
方
針
や
取
扱
規
程
を

整
備
す
る
必
要
が
あ
る
の
？

ウ
チ
の
よ
う
な
中
小
企
業
も

個
人
情
報
の
管
理
が
必
要
？

必
要
な
ら
何
を
す
る
？

い
つ
提
出
す
る
資
料
か
ら

個
人
番
号
の
記
載
が

必
要
に
な
る
の
？

　一般企業でも、個人情
報データベース等を事業
の用に供している「個人
情報取扱事業者」に該当
すれば、個人情報保護法
の規定に基づき、個人情
報の管理を厳格に行う必
要があります。

　マイナンバー制度の導
入により、ほとんどの企
業や団体は個人番号（個
人情報）を取り扱うこと
になり、合わせて多くの
企業や団体が個人情報の
基本方針や取扱規程を整
備する必要があります。

　改正個人情報保護法に
より、これまで「個人情
報取扱事業者」から除外
されていた中小企業も個
人情報の管理を厳格に行
う必要があります。安全
管理措置を講ずること等
が求められます。

　平成28年１月以降に
提出する、社会保険関連
の書類や税務関連の書類
に従業員や取引先の個人
番号を記載することが必
要になります。これに伴
い、各種書類の書式が切
り替わります。

個
人
情
報
の
取
扱
い
①

個
人
情
報
の
取
扱
い
③

個
人
情
報
の
取
扱
い
②

個
人
番
号
の
取
扱
い
①


